
 

 

第 54 回定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示事項 

 

 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

 
（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の事項につきましては、法令および当社定款第 17 条の定めに基

づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kds.info）
に掲載することにより、株主のみなさまに提供しております。 



連結注記表

1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　 　　　　 12社

主要な連結子会社の名称　　（国内）株式会社九州大真空

　　　　　　　　　　　　　　　　　（海外）DAISHINKU (AMERICA) CORP.

　　　　　　　　　　　　　　　　　大真空（香港）有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　DAISHINKU (SINGAPORE) PTE.LTD.

　　　　　　　　　　　　　　　　　DAISHINKU (THAILAND)CO.,LTD.

　　　　　　　　　　　　　　　　　DAISHINKU (DEUTSCHLAND) GmbH

　　　　　　　　　　　　　　　　　上海大真空国際貿易有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　PT.KDS INDONESIA

　　　　　　　　　　　　　　　　　天津大真空有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　加高電子股有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　加高電子（深）有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　　　HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.

（連結範囲の変更に関する注記）

　当連結会計年度において、加高電子（蘇州）有限公司は、全保有株式を売

却したことに伴い、連結の範囲から除外しております。

② 主要な非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称　　　　　大真興産株式会社

非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産・売上高・当期純損

益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2)　持分法の適用に関する事項

①　持分法適用非連結子会社の数　　　　０社

②　持分法適用関連会社の数　　　　　　０社

③　持分法を適用していない非連結子会社　　大真興産株式会社

持分法を適用していない非連結子会社は、小規模会社であり、合計の当

期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(3)　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、天津大真空有限公司、加高電子股有限公司、加高電

子（深）有限公司、HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.、上海大

真空国際貿易有限公司、DAISHINKU（THAILAND）CO.,LTD.の決算日は12月31

日、PT.KDS INDONESIA、DAISHINKU（AMERICA）CORP.、大真空（香港）有限

公司、DAISHINKU（SINGAPORE）PTE.LTD.、DAISHINKU（DEUTSCHLAND）GmbH、

株式会社九州大真空は３月31日であります。
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連結計算書類の作成にあたっては連結子会社の決算日現在の計算書類を採

用しております。なお上海大真空国際貿易有限公司、DAISHINKU

（THAILAND）CO.,LTD.、天津大真空有限公司、加高電子股有限公司、加

高電子（深）有限公司、HARMONY ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.は３

月31日現在で決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

(4)　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ. 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　主として移動平均法による原価法

ロ. デリバティブ　　　　　時価法

ハ. たな卸資産　　　　　　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産　　　　　当社および国内連結子会社は定率法（ただし、平

　（リース資産を除く）　　成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した

附属設備及び構築物については定額法）を採用し

ております。

在外連結子会社は、主として定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

ロ. 無形固定資産　　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

　（リース資産を除く）　　フトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ. リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産について、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を残価保証額とする定額法を採用してお

ります。

③　重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。
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ロ．賞与引当金　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　役員賞与の支出に備えて､ 支給見込額に基づき計

上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産（退職給付信託を

含む）の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定

にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

また、為替予約が付されている外貨建債権債務等については振当処理を

行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次の

とおりであります。

　ヘッジ手段…………………………金利スワップ、為替予約

　ヘッジ対象…………………………借入金、外貨建債権債務等

ハ．ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、利息の受払条件および契約期間がヘッジ

対象となる借入金とほぼ同一であることから、有効性の判断は省略して

おります。

また、為替予約取引については、将来の予定取引に基づくものであり、

実行の可能性が極めて高いため、有効性の判断は省略しております。

⑥　消費税等の会計処理の方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

⑦　のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計

年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係

る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　なお、これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（表示方法の変更）

　　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めていた「受取保険金」

（前連結会計年度 65,705千円）については、重要性が増したため、当連結会計年

度より区分掲記しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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2.連結貸借対照表に関する注記

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 56,738,952千円

(2)　担保に供している資産

建物 322,254千円

土地 466,987千円

担保付債務は次のとおりであります。

一年内返済予定の長期借入金 76,752千円

長期借入金 115,128千円

(3)　受取手形裏書譲渡高 83,472千円

3.連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)　発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および数に関する事

項
（単位：千株）

当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 45,246 － 36,196 9,049

合 計 45,246 － 36,196 9,049

自 己 株 式

普 通 株 式 4,854 8 3,889 973

合 計 4,854 8 3,889 973

 (注) 　1.平成28年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

2.普通株式の発行済株式の株式数の減少36,196千株は、株式併合を実施したことによるも

のであります。

3.普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、株式併合前に行った単元未満株式の買取

りによる増加６千株、株式併合後に行った単元未満株式の買取りによる増加０千株、株

式併合に伴う割当端数株式の買取りによる増加０千株によるものであります。

4.普通株式の自己株式の株式数の減少3,889千株は、株式併合を実施したことによる減少

3,889千株、株式併合後に行った単元未満株式の売渡しによる減少０千株によるものであ

ります。
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(2)　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成28年６月29日開催の定時株主総会において次のとおり決議しておりま

す。

・普通株式の配当に関する事項

① 配当金の総額 80,782,804円

② １株当たり配当額 ２円

③ 基準日 平成28年３月31日

④ 効力発生日 平成28年６月30日

平成28年11月11日開催の取締役会において次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

① 配当金の総額 40,384,490円

② １株当たり配当額 １円

③ 基準日 平成28年９月30日

④ 効力発生日 平成28年12月６日

（注）平成28年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施し

ておりますが、上記の１株当たり配当額は株式併合前の金額で記載してお

ります。

(3)　当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

平成29年６月29日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議する予

定であります。

・普通株式の配当に関する事項

① 配当金の総額 201,891,725円

② 配当金の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 25円

④ 基準日 平成29年３月31日

⑤ 効力発生日 平成29年６月30日
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4.金融商品に関する注記

(1)　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金

融機関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリ

スク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、

上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）で

あり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実

施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは社内

ルールに従い、実需の範囲で行うこととしております。

(2)　金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、

時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

　（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額（※1）
時価（※1） 差額

① 現金及び預金 17,203,558 17,203,558 －

② 受取手形及び売掛金 7,380,990 7,380,990 －

③ 有価証券及び

　 投資有価証券
1,928,512 1,928,512 －

④ 支払手形及び買掛金 (3,224,582) (3,224,582) －

⑤ 短期借入金 (1,525,350) (1,525,350) －

⑥ 未払金 (1,535,545) (1,535,545) －

⑦ 長期借入金 (17,940,681) (17,968,422) (27,741)

⑧ デリバティブ取引

（※2）

1,747 1,747 －

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

り、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示しておりま

す。
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（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引

に関する事項

①現金及び預金、ならびに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

なお、一部の外貨建売掛金は、為替予約の振当処理の対象とされており、ヘ

ッジ対象とされる売掛金と一体として処理しているため、その時価は売掛金

の時価に含めて記載しております。

③有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式およびファンドは取引所の価格によっておりま

す。

④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金ならびに⑥未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

⑦長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利

による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっ

ており、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっております。金利スワップの特例処理の対象とした長期借入金について

は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借

入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する

方法によっております。

⑧デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等

に基づき算定しております。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ

対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、

当該長期借入金の時価に含めて計算しております（上記⑦参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 148,500千円）は、市場価格がな

く、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「③有価証券及び投資有価

証券」には含めておりません。
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5.１株当たり情報に関する注記

(1)　１株当たり純資産額 3,267円04銭

(2)　１株当たり当期純利益 86円13銭

（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

親会社株主に帰属する当期純利益 695,681千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 695,681千円

普通株式の期中平均株式数 8,076千株

平成28年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施して
おります。これに伴い、１株当たり純資産額および当期純利益は、当連結会
計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

6.その他の注記

(減損損失に関する注記)

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分に従って、賃貸不動

産、遊休資産および処分予定資産については、個別物件単位でグルーピングを

行っております。

　当社グループは、当連結会計年度において以下の資産グループについて、減損

損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

神崎工場 遊休資産 建設仮勘定 5,413

鳥取事業所 遊休資産 機械装置及び運搬具 121,069

徳島事業所 遊休資産 機械装置及び運搬具他 85,419

加高電子股有限公司 遊休資産 機械装置及び運搬具 17,050

加高電子（蘇州）有限公司 処分予定資産 建物及び構築物 64,233

　当連結会計年度において、当社グループは将来の使用が見込まれていない遊休
資産について、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、徳島事業所の
一部の機械装置及び運搬具については市場価格を基に算定し、それ以外について
は正味売却価額を零円とみなし、正味売却価額まで減損損失を計上しておりま
す。
　処分予定資産については、回収可能価額を正味売却価額により測定しており、
正味売却価額は不動産鑑定評価等により算定し、正味売却価額まで減損損失を計
上しております。

（たな卸資産廃棄損に関する注記）
　第52期に実施した事業構造改革のうち、当連結会計年度において光学事業の一
部撤退（一眼レフ用製品事業）を完了しております。それに伴い、当該事業に係
るたな卸資産については廃棄を決定し、たな卸資産廃棄損として特別損失に計上
しております。

※　連結計算書類の記載金額は、それぞれ表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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個別注記表

1.重要な会計方針

(1)　資産の評価基準および評価方法

① 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　移動平均法による原価法

② たな卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料　　　総平均法による原価法

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。

(2)　減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した附属設備及び構築物

については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　２～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法を採

用しております。

(3)　重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。
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③ 役員賞与引当金　　　　 役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計

上しております。

④ 退職給付引当金　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産（退職給付信

託を含む）の見込額に基づき、計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した金額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ております。

(4)　重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

また、為替予約が付されている外貨建債権債務等については振当処理を

行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとお

りであります。

 ヘッジ手段…………………………金利スワップ、為替予約

 ヘッジ対象…………………………借入金、外貨建債権債務等

③ ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、利息の受払条件および契約期間がヘッジ

対象となる借入金とほぼ同一であることから、有効性の判断は省略して

おります。

また、為替予約取引については、将来の予定取引に基づくものであり、

実行の可能性が極めて高いため、有効性の判断は省略しております。

(5)　消費税等の会計処理の方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度

から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減

価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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2.貸借対照表に関する注記

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 31,454,209千円

(2)　関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 6,191,220千円

短期金銭債務 2,119,520千円

(3)　保証債務

天津大真空有限公司 314,132千円（銀行借入保証）

（US＄2,800千）

DAISHINKU (THAILAND)CO.,LTD. 56,095千円（為替予約保証）

（US＄500千）

(4)　受取手形裏書譲渡高 83,472千円

3.損益計算書に関する注記

(1)　関係会社との取引高

営業取引の取引高

　売上高 19,189,204千円

　仕入高 9,204,959千円

　その他営業取引高 147,609千円

営業取引以外の取引高 335,817千円

(2)　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸

資産評価損が売上原価に含まれております。

△43,443千円

(3)　減損損失の内訳

　当社は、事業用資産については管理会計上の区分に従って、賃貸不動産

および遊休資産については、個別物件単位で、資産のグルーピングを行っ

ております。

　当社は、当事業年度において以下の資産グループについて、減損損失を

計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

神崎工場 遊休資産 建設仮勘定 37,802

鳥取事業所 遊休資産 機械及び装置 121,069

徳島事業所 遊休資産 機械及び装置他 85,419

　当事業年度において、当社は将来の使用が見込まれていない遊休資産に

ついて、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、徳島事業所の

一部の機械及び装置については市場価格を基に算定し、それ以外について

は正味売却価額を零円とみなし、正味売却価額まで減損損失を計上してお

ります。
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(4)　たな卸資産廃棄損

　第52期に実施した事業構造改革のうち、当事業年度において光学事業の一部撤

退（一眼レフ用製品事業）を完了しております。それに伴い、当該事業に係るた

な卸資産については廃棄を決定し、たな卸資産廃棄損として特別損失に計上して

おります。

4.株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および数に関する事項
（単位：千株）

当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 4,854 8 3,889 973

合 計 4,854 8 3,889 973

 (注) 　1.平成28年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

2.普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、株式併合前に行った単元未満株式の買取

りによる増加６千株、株式併合後に行った単元未満株式の買取りによる増加０千株、株

式併合に伴う割当端数株式の買取りによる増加０千株によるものであります。

3.普通株式の自己株式の株式数の減少3,889千株は、株式併合を実施したことによる減少

3,889千株、株式併合後に行った単元未満株式の売渡しによる減少０千株によるものであ

ります。
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5.税効果会計に関する注記

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

関係会社株式評価損 2,095,069千円

固定資産評価損 780,512千円

退職給付引当金 279,088千円

たな卸資産評価損 153,564千円

賞与引当金 135,663千円

退職給付信託設定額 85,677千円

ゴルフ会員権評価損 44,994千円

長期未払金 36,437千円

その他 128,081千円

繰延税金資産小計 3,739,089千円

評価性引当額 △3,607,307千円

繰延税金資産合計 131,781千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △179,570千円

退職給付信託設定益 △38,070千円

資産除去債務 △1,682千円

繰延税金負債合計 △219,323千円

繰延税金資産（負債）の純額 △87,541千円
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6.関連当事者との取引に関する注記

関連当事者との重要な取引は次のとおりであります。

属性
会社等の

名称
所在地

資本金
または
出資金

事業の
内容

議決権
等の所
有割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
大真空
(香港)
有限公司

香港
千HK$
16,000

水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社製品の
購入

水晶製品の
販売

5,127,414 売掛金 927,346

子会社
DAISHINKU
(AMERICA)
CORP.

米国
千US$
1,500

水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社製品の
購入

水晶製品の
販売

1,412,444 売掛金 359,645

子会社
DAISHINKU
(DEUTSCHLA
ND)GmbH

ドイツ
千EUR

127
水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社製品の
購入

水晶製品の
販売

2,260,151 売掛金 621,950

子会社
PT.KDS
INDONESIA

インド
ネシア

千US$
27,900

水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社材料の
購入および
当社への製
品の販売

水晶製品の
購入

5,370,236 買掛金 1,298,280

運転資金
貸付※２

－
(流動資産)
その他

300,000

子会社
天津大真空
有限公司

中国
千元

543,570
水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社材料の
購入および
当社への製
品の販売

水晶製品の
購入

1,917,329 買掛金 210,743

運転資金
貸付※２

260,000
(流動資産)
その他

551,694

債務保証
※３

314,132 － －

子会社
㈱九州
大真空

宮崎県
児湯郡

千円
20,000

水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
２人

当社材料の
購入および
当社への製
品の販売

設備の賃貸 38,038 － －

運転資金
貸付※２

－
(流動資産)
その他

60,000

子会社
加高電子股
有限公司

台湾
千NT$

1,070,412
水晶製品
事業

直接
50.4％

兼任
２人

当社材料の
購入および
当社への製
品の販売

水晶製品の
販売

3,122,155 売掛金 696,364

子会社
上海大真空
国際貿易有
限公司

中国
千元
6,208

水晶製品
事業

直接
100.0％

兼任
３人

当社製品の
購入

水晶製品の
販売

4,343,747 売掛金 1,308,724

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

（注）　取引条件および取引条件の決定方針等

※１　価格その他の取引条件については、市場実勢を参考に算定した価格、ならびに当社の

製造原価を基に交渉の上、決定しております。

※２　資金の貸付については、貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返

済条件は、期間１年、元利一括返済としております。

※３　債務保証については、天津大真空有限公司の銀行からの借入に対して当社が保証を行

っているものであります。
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7.１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 3,372円88銭

(2)１株当たり当期純利益 145円64銭

（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

当期純利益 1,176,262千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 1,176,262千円

普通株式の期中平均株式数 8,076千株

平成28年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施して

おります。これに伴い、１株当たり純資産額および当期純利益は、当事業年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

※　計算書類の記載金額は、それぞれ表示単位未満切り捨てにより表示しております。
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